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■建設リサイクル法とは

正式名称 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

公 布 平成１２年５月３１日

目 的 特定の建設資材について、その分別解体等及び再資源化等を促進するための措置
を講ずるとともに、解体工事業者について登録制度を実施すること等により、再
生資源の十分な利用及び廃棄物の減量等を通じて、資源の有効な利用の確保及び
廃棄物の適正な処理を図り、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に
寄与する。

主な内容 • 建築物等に使用されている建設資材に係る分別解体等及び建設資材廃棄物の
再資源化等の義務付け

• 発注者又は自主施工者による工事の事前届出、元請業者からの発注者への書
面による報告の義務付け

• 解体工事業者の登録制度や技術管理者による解体工事の監督

建設リサイクル推進施策 関係法令
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d03project/index_0303law.htm

建設リサイクル法 質疑応答集（案）
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d11pdf/recyclehou/qanda/qanda2022.pdf



■対象建設工事

工事の種類 規模の基準

建築物の解体 延べ床面積 80ｍ2以上

建築物の新築・増築 延べ床面積 500ｍ2以上

建築物の修繕・模様替等（リフォーム） 請負金額（税込み） 1億円以上

その他の工作物に関する工事（土木工事等） 請負金額（税込み） 500万円以上

特定建設資材が 使用された、または使用する
• コンクリート
• アスファルト・コンクリート ※少量でも！
• 木材

一定規模以上の建設工事

建リ法対象物件

・届出
・分別
・再資源化

などの義務
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■建設リサイクル法の対応フロー

・お施主様に届出の義務がある

環境省 建設リサイクル法リーフレット
https://www.env.go.jp/recycle/build/build-leaflet-update.pdf

＜契約書記載事項＞
• 分別解体等の方法
• 解体工事に要する費用
• 再資源化等をするための
施設の名称及び所在地

• 再資源化等に要する費用
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③事前届出

環境省 建設リサイクル法リーフレット https://www.env.go.jp/recycle/build/build-leaflet-update.pdf

対象建設工事の届出又は変更届出をせず、又は虚偽の届出をした者：20万円以下の罰金

建設リサイクル法 届出様式集
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/d03project/d0303/page_030305format.htm

様式第１号 届出書
分別解体等の計画等
別表１建築物に係る解体工事
別表２建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）
別表３ 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

様式第２号 変更届出書
分別解体等の計画等 別表１～別表３

➢都道府県によっては様式に記載事項を追加している場合があります。
届出先の指導に従ってください。
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届出書・別表１
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⑥分別解体等・リサイクル等の実施

⚫分別解体等実施義務 対象建設工事受注者（下請含む）に義務付け

分別解体等とは

建築物等の解体工事：

建設資材廃棄物をその種類ごとに分別しつつ解体工事を計画的に施工する行為

建築物等の新築工事等（新築その他解体工事以外の建設工事等）：

工事に伴い副次的に生ずる建設資材廃棄物をその種類ごとに分別しつつ工事を施工する
行為

分別解体等の適正な実施に必要な行為をしない場合の措置命令違反：50万円以下の罰金

⚫リサイクル等実施義務 対象建設工事受注者（下請含む）に義務付け

• 特定建設資材廃棄物の再資源化

• 建設発生木材については、一定距離（50㎞）内に再資源化施設がないなど、困難な場
合は縮減（適正な施設での焼却等）で可

特定建設資材廃棄物の再資源化等の適正な実施に必要な
行為をしない場合の措置命令違反：50万円以下の罰金
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分別解体等の施工方法

１．対象建設工事に係る建築物等に関する事前調査の実施

建築物等、周辺状況、作業場所、搬出経路、残存物品、付着物等

２．１の調査に基づく分別解体等の計画の作成

３．２の計画に従い、工事着手前における作業場所の確保・搬出経路の確保、残存物品の
搬出、付着物の除去等の事前措置の実施

４．２の計画に従い、工事の施工

＜分別解体等の手順＞

⚫ 建築物

1. 建築設備、内装材等の取り外し

2. 屋根ふき材の取り外し

3. 外装材及び構造耐力上主要な部分の取り壊し

4. 基礎及び基礎ぐいの取り壊し

⚫ 工作物（建築物以外のもの）

1. さく、照明設備、標識等の附属物の取り外し

2. 工作物のうち基盤以外の部分の取り壊し

3. 基礎及び基礎ぐいの取り壊し

＜分別解体等の方法＞

• 手作業又は手作業及び機械による作業

• 建築設備、内装材、屋根ふき材等の取り
外しは、原則、手作業による。

➢技術上、安全管理上、原則によりがたい
場合はこの限りでない
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⑦報告

⑦ 元請業者は、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したとき、以下の事項を記載した
書面で発注者に報告。

• 再資源化等が完了した年月日

• 再資源化等をした施設の名称及び所在地

• 再資源化等に要した費用

また、再資源化等の実施状況に関する記録を作成し、これを保存。

再資源化等の実施状況に関する記録を作成せず、若しくは虚偽の記録を作成し、
又は記録を保存しなかった者：10万円以下の過料
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■解体工事業登録

① 500万円未満の解体工事のみを請負う場合

➡解体工事業者登録が必要（工事区域を管轄する都道府県知事への登録）

② 500万円以上の解体工事を請負う場合

➡解体工事業の建設業許可が必要

➢ 解体工事業者登録業者も、技術管理者の選任、標識の掲示（営業所・現場）の義務

登録を受けないで解体工事業を営んだ者：1年以下の懲役又は50万円以下の罰金
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参考：対象建設工事 判断の注意点

工事の種類 規模の基準

その他の工作物に関する工事（土木工事等） 請負金額（税込み） 500万円以上

１．基本的に請負契約ごとに判断

２．１つの請負契約に４つの工事種類の要素が入っている場合、それぞれに判断
特に、新築工事契約に含まれる工作物の工事部分に注意

新築・解体の要素を含まない工作物のみの工事契約だけではなく、

新築工事契約に含まれる工作物の工事部分の金額が５００万円以上

（建築物に付属する門・塀や建築設備と言える部分は新築と一体と考える）

の場合も「工作物の建リ法対象建設工事」に該当します。

（擁壁工事・土地造成工事・造園工事 などの部分）

ただし、追加の契約があった場合、工事の規模全体で判断することになり、追加により基準以上と
なった場合、判明した段階で届出すると考えます。

※ 個別の判断は、自治体ごとに異なる場合があります。
曖昧な場合は、自治体の建リ法の届出窓口に相談して下さい。
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参考：対象建設工事 判断のための定義

特定建設資材廃棄物の発生量に係わらない。

工作物とは
• 土木工作物
• 木材の加工又は取り付けによる工作物
• コンクリートによる工作物
• 石材の加工又は積方による工作物
• れんが・コンクリートブロック等による工作物
• 形鋼・鋼 板等の加工又は組み立てによる工作物
• 機械器具の組み立て等による工作物及びこれらに準ずるもの などが該当

建築物とは
土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの（これに類する構造のものを含む。）、これに附属する門
若しくは塀、観覧のための工作物又は地下若しくは高架の工作物内に設ける事務所、店舗、興行場、倉庫その他これらに類す
る施設（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転保安に関する施設並びに跨線橋、プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに類
する施設を除く。）
をいい、建築設備を含むものとする。

建築物の解体工事とは
建築物のうち、構造耐力上主要な部分の全部又は一部を取り壊す工事。
構造耐力上主要な部分とは基礎、基礎ぐい、壁、柱、小屋組、土台、斜材（筋かい、方づえ、火打材その他これらに類するも
のをいう。）、床版、屋根版又は横架材（はり、けたその他これらに類するものをいう。）で、建築物の自重若しくは積載荷
重、積雪、風圧、土圧若しくは水圧又は地震その他の震動若しくは衝撃を支えるものをいう。
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